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「アジア学術会議(仮称)Jの開催決まる

平成 5 年 3 月 日本学術会議広報委員会

「アジア学術会議(仮称)J の開催経費を含む日本学術会議の平成 5 年度予算が決まりましたので，その概要についてお知ら

せします。

平成 5 年度日本学術会融予算

日本学術会議の第15期活動計画の大きな柱である「学術

研究の国際貢献の重視」の具体的方策の一環としてア
ジア学術会議(仮称) J の開催が，平成 5 年度予算によって
実現することとなりました。その内容は，学術研究が環境

問題等の諸課題を克服し，人類の繁栄と世界の平和に寄与

するとの認識に立って，本年秋に東京で，我が固と地理的

.文化的に関係の深いアジア各国を代表する学術研究者が

一堂に会して，各国における学術研究の現状，アジア地域

平成 5 年度予算概算決定額表は，下記のとおりであります。

前年度 平成 5 年度

事 項 予算額 予算額

A B 

日本学術会議の運営に 1, 042 , 482 1, 095 , 827 

必要な経費

審議関係費 248 , 789 265 , 525 

国際学術交流関係費 198 , 514 221 , 254 

国際分担金 67 , 089 74 , 722 

国 内 開 f岸 80 , 596 73 , 543 

代 表 j辰 遺 44 , 006 44 , 006 

二同間交流 6, 823 6, 823 

アジア学術会議 22 , 160 

会員推薦関係費 21 , 216 19 , 574 

一般事務処理費 573 , 963 589 , 474 

における連携・協力のあり方などに関し意見を交換する場

として開催するものです。我が国を含め10か国程度のアジ

ア諸国から，代表者を招へいする予定です。
その他，平成 5 年度予算では，国際分担金の25団体に対

する単価アソプが認められ，国際会議の国内開催費につい

ては，アジア社会科学，植物科学，太平洋学術，電波科学，

純粋・応用物理学，気象・水分，の 6 国際会議の開催を予

定しています。また、世界各地で開催される学術関係国際

会議への代表派遣や二国間交流に必要な経費が計上きれて

おります。

(単位:千円)

比較増

ム減額 備 考

C=B-A 

対前年度比較

53 , 345 105.1% 

16 , 736 0地球圏 生物圏国際協同研究計画

(JGBP) シンポジウム，公開講演会等

22 , 740 

7, 633 

ム 7 ， 053

。

。

22 , 160 

ム 1 ， 642

15 , 511 

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



日本学術会鱒第16期会員の推薦について

日本学術会議の会員は，従来，料学者を有権者とする直

接選挙によって選出きれていましたが， 日本学術会議法の

一部を改正する法律(昭和58年法律65号)により，第13期
(昭和60年 7 月 22 日)から、学術研究団体を基盤とする推
薦・任命制lに改められました。来年 7 月で，この推薦制度

も三期 9 年を経過することとなります。

この会員選出制度のあらましは，次のとおりです。

① 日本学術会議は，一定の要件を備える学術研究団
{本を，その申請により登録する。

② 登録学術研究団体は，その構成員である科学者の
うちから，会員の候補者を選定し，及び会員の推
薦に当たる推薦人を指名し，それぞれ，日本学術

日本学術会議第16期会員選出手続日程

会議に届け出る。

③ 推薦人は，会員推薦管理会がその資格があると認
定した会員の候補者のうちから，会員として推薦

すべき者及び補欠の会員として推薦すべき者を決

定し. 日本学術会議を経由して内閣総理大臣に推
薦する。

④ 内閣総理大臣は， 土記③の推薦に基づいて，会員
を任命する。

③ 学術研究団体の登録，会員の候補者の資格の認定
その他会員の推薦に関する所要の事務は， 日本学

術会議に置かれる会員推薦管理会が行う。

以上の概要を第16期(平成 6 年 7 月 平成 9 年 7 月)の

会員選出日程によると，次表のようになり，これに従って

今後の事務処理が行われる予定になっています。

5 月 31 日(月)まで 学術研究団体の登録申清の締切り

9 月上旬 登録審査結果の通知

平 不登録通知を受けた日の翌
不登録通知を受けた団体からの異議の申出受付

成 日から 20 日以内

5 
9 月上旬 関連研究連絡委員会についての意見聴取‘

年 10月下旬 〈団体関係〉異議の申 lHに対する決定

11 月 30 日(火)まで 関連研究連絡委員会の指定事

12月上旬 会員の候補者の選定及ア推薦人の指名の依頼

1 月 31 日(月)まで 会員の候補者の届出σ〉筒切り

2 月 21 日(月)まで 推薦人(予備者を含も)の届出の締切り

3 月 20 日(日)まで 会員の候補者の資格め認定等の通知

平 3 月下旬 推薦人に会議開催等の通知発送

成 不認定通知を受けた日の翌 会員の候補者の資格の不認定通知を受けた学術研究団体又は会員の候補者からの

6 日から 20 日以内 異議の申出受付

年
4 月 20 日(水)まで く会員の候補者関係〉異議の申出に対する決定

5 月中旬から 6 月上旬まで 推薦人会議(会員及び補欠の会員として推薦すべき者を決定)

6 月中旬 日本学術会議を経由 L て内閣総理大臣へ推薦

7 月 22 日(金) 第16期日本学術会議会員の任命

注*は， 日本学術会議会長が意見聴取し，指定する。

日学双書の刊行について

日本学術会議主催公開講演会及び公開シンポジウムの記

録をもとに編集した，次の日学双書が刊行されました。
日学双書第15干文明の選択一都市と農業・農村の共

存を目指してー」

定価1 ， 000円(消費税込み，送料240円)
日学双書第16干子どもの人権を考える」

定価1 ， 000円(消費税込み，送料240円)
日学双書第17干首都機能の一極集中問題」

定価2， 000円(消費税込み，送料310円)

(聞い合わせ先)

〒106 東京都港区西麻布3-24-20

交通安全教育センター内

側日本学術協力財団

ft03-3403-9788 

御意見・お問い合わせ等がありましたら，下記ま

でお寄せくだきい。

〒106 東京都港区六本木 7-22-34 

日本学術会議広報委員会電話03(3403)6291
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